食費・居住費（滞在費）に係る負担限度額認定の特例減額措置について
１　概要

　　負担限度額認定が第４段階（非該当）の方について，次の要件の全てを満たす場合，申請により，利用者負担段階を変更する特例措置を講じて，施設サービスなどに係る食費・居住費の負担を軽減します。
２　要件

(1)　介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所する方であって，世帯の構成員の数（被保険者の配偶者が同一の世帯に属していないときは，その数に1人を加えた数）が2人以上である。
(2)　世帯全員（世帯が別の配偶者を含む。以下同じ。）の公的年金等（税法上課税対象とならない遺族年金，障がい年金等を含まない。）の収入金額と年金以外の合計所得金額（長期譲渡所得又は短期譲渡所得の特別控除の適用がある場合には，控除すべき金額を控除して得た額）の合計額から利用者負担額（1割～3割負担額・食費・居住費）の見込年額を控除して得た額が，80万円以下である。
(3)　世帯全員の現金，預貯金などの合計額が，450万円以下である。
(4)　世帯全員がその居住の用に供する家屋その他日常生活のために必要な資産以外に利用し得る資産を所有していない。
(5)　世帯全員が介護保険料を滞納していない。

３　特例減額措置の内容
　　上記２(2)の要件に該当しなくなるまで，食費若しくは居住費又はその両方について，利用者負担第３段階②の負担限度額を適用する。

４　申請に必要なもの

(1)　介護保険負担限度額認定申請書（特例減額措置用）
収入状況等申告書
(2)　世帯全員及び被保険者の配偶者の収入を証明する書類（年金額支払通知書，源泉徴収票，給与明細書，老齢福祉年金受給証などの写し）
(3)　世帯全員及び被保険者の配偶者の預貯金等の額を証明する書類（預金通帳，有価証券，債権証書などの写し）

(4)　食費・居住費（滞在費）の契約内容が分かる契約書の写し
６　受付窓口

　申請は，介護保険課・松永保健福祉課・北部保健福祉課・東部保健福祉課・神辺保健福祉課・新市支所（保健福祉担当）・沼隈支所（保健福祉担当）の窓口で行うことができます。
